
  令和７年度 保育認定（２号・３号）にかかる利用者負担額（月額） 

（保育所（園）、認定こども園、小規模保育、家庭的保育、事業所内保育、居宅訪問型保育） 

※ 利用者負担額の階層区分は児童の父母等（保育料算定対象者）の市民税額の合計により決定します。 

・ 平成３０年度から政令指定都市の市民税所得割額の税率が６％から８％へ変更となりましたが、階層区分の決定は６％の税率を用いて算出します。 

・ ４月～８月は前年度の市民税額、９月～翌年３月は当年度の市民税額により決定しますので、同一年度中に利用者負担額が増減することがあります。 

・ 階層区分決定の基礎となる課税額は、税額控除（配当控除、住宅借入金等特別税額控除、寄附金税額控除、外国税額控除、配当割額控除及び 

株式等譲渡所得割額控除）を適用せずに算出します。 

・ 児童の父母の市民税額の合計により決定するほか、同居の祖父母など父母以外の扶養義務者の市民税額から決定する場合があります。 

※ 年齢については、令和 7年 4月 1日現在の年齢により決定します。 【単位：円】 

階層区分 

保育標準時間 保育短時間 

３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 

第一子 

（基準額） 

第二子 

（1/2額） 

第一子 

（基準額） 

第二子 

（1/2額） 

第一子 

（基準額） 

第二子 

（1/2額） 

第一子 

（基準額） 

第二子 

（1/2額） 

生活保護世帯 Ａ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市民税非課税世帯 Ｂ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市民税所得割非課税世帯 Ｃ１◎ ０ ０ ４，１１０ ２，０５０ ０ ０ ４，０４０ ２，０２０ 

市 

民 

税 

所 

得 

割 

課 

税 

額 

４８，６００未満 Ｃ２◎ ０ ０ ６，１７０ ３，０８０ ０ ０ ６，０７０ ３，０３０ 

５１，５００未満 Ｄ１◎ ０ ０ １１，１８０ ５，５９０ ０ ０ １０，９９０ ５，４９０ 

５６，６００未満 Ｄ２◎ ０ ０ １４，９６０ ７，４８０ ０ ０ １４，７１０ ７，３５０ 

７４，０００未満 Ｄ３◎及びＤ３＊ ０ ０ １８，８４０ ９，４２０ ０ ０ １８，５２０ ９，２６０ 

９７，０００未満 Ｄ４＊及びＤ４ ０ ０ ２６，６５０ １３，３２０ ０ ０ ２６，２００ １３，１００ 

１１２，０００未満 Ｄ５ ０ ０ ３３，４５０ １６，７２０ ０ ０ ３２，８８０ １６，４４０ 

１３２，０００未満 Ｄ６ ０ ０ ４０，７６０ ２０，３８０ ０ ０ ４０，０７０ ２０，０３０ 

１６９，０００未満 Ｄ７ ０ ０ ４４，０００ ２２，０００ ０ ０ ４３，２５０ ２１，６２０ 

２０３，８００未満 Ｄ８ ０ ０ ５１，６９０ ２５，８４０ ０ ０ ５０，８１０ ２５，４００ 

３０１，０００未満 Ｄ９ ０ ０ ５４，３３０ ２７，１６０ ０ ０ ５３，４１０ ２６，７００ 

３９７，０００未満 Ｄ１０ ０ ０ ５７，４６０ ２８，７３０ ０ ０ ５６，４８０ ２８，２４０ 

４８０，０００未満 Ｄ１１ ０ ０ ６０，６００ ３０，３００ ０ ０ ５９，５７０ ２９，７８０ 

６７１，８００未満 Ｄ１２ ０ ０ ６５，７５０ ３２，８７０ ０ ０ ６４，６３０ ３２，３１０ 

６７１，８００以上 Ｄ１３ ０ ０ ７０，９００ ３５，４５０ ０ ０ ６９，６９０ ３４，８４０ 

 

要保護世帯等 

市民税所得割非課税世帯 Ｃ１◎ ０ ０ ２，０５０ ０ ０ ０ ２，０２０ ０ 

市
民
税
所
得
割
課
税
額 

４８，６００未満 Ｃ２◎ ０ ０ ３，０８０ ０ ０ ０ ３，０３０ ０ 

５１，５００未満 Ｄ１◎ ０ ０ ５，５９０ ０ ０ ０ ５，４９０ ０ 

５６，６００未満 Ｄ２◎ ０ ０ ７，４８０ ０ ０ ０ ７，３５０ ０ 

７４，０００未満 Ｄ３◎及びＤ３＊ ０ ０ ９，０００ ０ ０ ０ ９，０００ ０ 

７７，１０１未満 Ｄ４＊ ０ ０ ９，０００ ０ ０ ０ ９，０００ ０ 

７７，１０１以上 Ｄ４～Ｄ１３ 要保護世帯等 以外の料金表と同じ 

【備 考】 

１． 要保護世帯等（※）に該当し保育料算定対象者の市民税所得割課税額の合計が７７，１０１円未満の世帯は、要保護世帯等の保育料が適用となります。 

（※）要保護世帯等…ひとり親世帯、身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者手帳のいずれかの交付を受けた者、国民年金の障害基礎年金の受給者 

又は 特別児童扶養手当の支給対象児童が同一の世帯に属する者 

２． 支給認定保護者が監護する（面倒を見ており、通常必要な監督保護を行っている）就学前児童が、２人以上同時に以下の対象施設を利用している（同時 
入所要件を満たしている）場合、利用者負担額は次のとおりとなります。 

・ 最も年齢の高い就学前児童（１人目）……基準額  ・次に年齢の高い就学前児童（２人目）……半額  ・その他の就学前児童（３人目以降）……無料 
 

【対象施設】  保育所（園）、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業（家庭的保育、小規模保育、事業所内保育、居宅訪問型保育等）、特別支援学校

幼稚部、児童心理治療施設通所部、児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、企業主導型保育事業 

              ※認可保育園の一時預かり、幼稚園のプレスクール（プレ保育、プレ幼稚園）、千葉市保育ルーム(認可外)は対象外です。 

※以下の対象世帯に該当する場合は、備考２の何人目かを決定する際の算定対象となる児童の年齢制限と同時入所要件を撤廃します。 

【対象世帯】  保育料算定対象者の市民税所得割課税額の合計が５７，７００円未満の世帯 
保育料算定対象者の市民税所得割課税額の合計が５７，７００円以上～７７，１０１円未満で、要保護世帯等に該当する世帯 

３． 課税額の算定に必要な書類の提出がない、市民税の申告がない等、課税額の確認ができない場合は、最高階層（Ｄ１３）にて利用者負担額を決定します。 


